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技術移転・動学的効率と経済開発*

　いわゆる開発理論における新古典派の再興は，ＩＳバランスに基づいて資源ないし投資

資金の量的側面に重点を置き，規制と保護に基づいたケインズ的開発理論から，市場メカ

ニズムを重視し，所与の資源の効率的利用と配分の実現を中心課題にすえる新古典派経済

学的開発理論への大きな転換をもたらした。

　現在，途上国で進行中のいわゆる自由化パッケージに基づく構造調整政策もこうした新

古典派的理論に基礎を置くものである。しかしながら，新古典派理論は，現在までのとこ

ろ確定的な命題を主として静学的な資源配分に関して確立するにとどまっており，動学的

な効率に関しては政策論にまでつながるオペレーショナルな命題を得るに至っていない。

ローマー（Ｐ．Ｒｏｍｅｒ）とかスティグリッツ（Ｊ．Ｓｔｉｇｌｉｔｚ）などの知識の蓄積・学習能力を重

視する研究は，その数少ない例外であるが，いまだ基礎的な準備的研究の域を出ないと言

うことができよう。

　本稿では，若干ラフでディスクリプティブな理論モデルではあるが，所与の社会経済的

条件のもとで海外からの技術の導入と普及を最大限有効に行うという観点から，途上国開

発における動学的効率にかかわる概念的枠組を提示することを目的としている。

　このモデルでは，経済の動学的効率はいわゆる後発性の利益の実現すなわち海外からの

技術の導入と定着の程度に依存する。他方，途上国の経済は一般に在来的な共同体的経済

システムの存在と移転技術に比べての社会制度的発展の低位という意味での低位発展の状

況にある。このため，技術の移転の過程で，途上国経済には情報（企業情報および産業技

術情報）と長期資金の市場において大きな需給ギャップ（“市場の失敗”）が生じること

となる。我々のモデルでは，途上国はこうした市場の失敗を各種の政策により克服しつつ

技術移転に伴う動学的効率の実現を目的として行動するものと想定される。

　一般に，途上国がガーシェンクロン（Ｇｅｒｓｃｈｅｎｃｒｏｎ）の意味での後発性の利益を享受し

うる立場にあることは言うまでもないが，その実現は次第に困難化しつつあると思われる。

すなわち，先進技術の要求する必要資本量と学習能力が年々高度化する反面，途上国の貯

蓄動員力と基礎的技術知識は次第に立ち遅れつつあると考えられるのである。

　近年注目されている途上国間における成長グループと停滞グループ間の格差は主として

総要素生産性すなわち主として海外技術の効率的移転の程度にあると考えられる。本稿で

の試みは，今後における途上国開発の動学的効率に関わる政策論の基礎を提供することを

目的としており緊要な研究課題であるということができよう。具体的には，本稿の議論は

  ＊)  本稿執筆にあたっては，国際開発センターＤＥ研究会での研究発表でメンバー諸氏からいただいたコ

　　メントが大いに参考になった。記して感謝の意をあらわしたい。
＊＊) 一橋大学経済研究所教授

寺  西  重  郎**
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たとえば次のような２つの問題に密接に関わっている。第一に，いわゆる内向きの貿易産

業政策と外向きの貿易産業政策との優劣の問題は，現在までのところ，過去の途上国の経

験の比較分析に基づくいわば帰納的な論理で論じられるにとどまっている。本稿ではこの

点を，技術の導入と普及を輸入代替と輸出振興という貿易政策のパターンに関連づけるこ

とにより，移転技術に基づく動学的効率の観点から理論の枠組内で検討することを試みて

いる。第二に，金融自由化は多くの途上国において現在最も重要な政策課題の一つである

が，自由化の程度をどの程度にすべきか，途上国において完全な市場メカニズムに基づい

た金融システムがワークするのか否か，といった基本的な問題が手付かずに残されている

ことがある。こうした問題についても，本稿のモデルの中で取り上げられる市場の失敗の

概念は極めて有効な接近方法を提供するものと思われる。この第二の問題については別稿

で取り上げる予定である。

Ⅰ．はじめに

　本稿の目的は海外からの技術の移転に伴う動

学的効率を最大化するというかたちの途上国の

計画問題を概念的に設定しその含意を検討する

ことにある。工業化による成長1)を意図する途

上国にとって経済開発の成否は投資に伴う動学

的効率をいかに実現するかに依存している。動

学的効率は，海外からの技術移転（transfer of

technology）の導入（ i n t roduc t i on）と普及

（di f fusion）の程度に依存する。途上国の経済

は在来的な共同体的経済システムの存在と移転

技術の水準に比べての社会制度的発展水準の低

位という意味での低位発展（underevolut ion）

により特徴づけられるため，技術の導入と普及

の過程で企業情報市場長期資金市場および技

術情報の市場において市場の失敗が生じる。低

位発展は情報処理能力の低位と学習能力の低位

という２側面からなる。また長期資金市場の失

敗は主として技術の導入に伴う学習による効率

の上昇（ learn ing by doing）および学習能力の

蓄積過程（ l e a rn ing  by  l ea rn ing）において生

じ，企業情報市場の失敗は技術の普及過程にお

いて生じがちである。計画問題における途上国

は，こうした市場の失敗を各種の政策により克

服しつつ，技術移転に伴う動学的効率を最大化

するものと想定される。

　こうしたアプローチの必要性は次の２点にあ

ると考えられる。第一に，ラテン・アメリカ等

に比べての東アジア諸国の相対的成功の主要な

鍵は政策的な動学的効率の追求にあったとみら

れることである。Ｊ．サックス〔1987〕は，日

本，韓国，台湾等の東アジア諸国の高成長の原

因は，財政の均衡所得分配の平等さとともに積

極的に海外からの技術移転を行い，政策的に静

学的および動学的な規模の経済の実現をはかっ

てきた点にあると主張する。静学的な規模の経

済は各経済の規模に依存する一面があるからよ

り一般的に重要なのは動学的な側面であろう。

以下では動学的な規模の経済だけでなく学習能

力の蓄積という面をも考慮してより広い意味で

の動学的効率の問題を考えたい。第二に， ＩＭ

Ｆ，世銀の主導する途上国（債務国）の構造調

整政策が必ずしも期待された成果をあげていな

１）　代替的には農業の拡大による成長の可能性がある。たとえば，Ｈ．オーシマ（1987）参照。
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いのは2)，その政策処方箋に動学的効率に対す

る配慮が極めて不十分にしか取り込まれていな

いことによると考えられることである。自由化

パッケージと外向き経済政策を中心とする構造

調整政策は，専ら静学的な資源配分の効率化に

最大限の力点を置いたものだとみなすことがで

きる3)。こうした既存の政策論の根拠がいわゆ

る開発理論における新古典派の再興4)にあるの

に対し，動学的効率を重視する立場からはいま

だ十分な理論的裏付けをもった政策論が示され

ていない5)。本稿は不十分ながら，この面での

間隙を埋めるためのファースト・ステップたる

ことを意図している。

　以下の議論は次の順序で進められる。次のⅡ

では1960年以来の途上国の成長過程に関する若

干の数字を検討し，途上国の停滞の原因が単な

る資本蓄積の不足にあるのでなく，効率性なか

んずく動学的効率の問題にかかわっていること

を示唆する。Ⅲ，Ⅳ，Ⅴでは計画問題のための

準備作業を行う。Ⅲでは技術移転と学習との関

係，Ⅳでは途上国における在来的な共同体シス

テムの存在と低位発展の概念等が詳しく吟味さ

れる。Ⅴでは共同体システムが残存し低位発展

の下にある経済に近代技術が移転される場合に

生じる市場の失敗が検討される。磁では以上の

準備の下で，海外からの技術の導入と普及によ

る動学的効率を最大化するという途上国の計画

問題が提示される。雇用，国際収支などのマク

ロ的制約条件とならんで，企業情報，長期資

金，産業技術の各市場における市場の失敗にい

かに対処するかが最大化問題のエッセンスを構

成する。Ⅶはいわば最大化問題の解の性質につ

いての試論であり，技術移転の導入と普及とい

う２側面を輸入代替と輸出振興という貿易政策

に関連づけることにより，政策の最適な時間経

路の問題を論じる。各政策を同時並行的に行う

というパラレル政策が途上国の現状に照らして

有効であることを示すことにより，いわゆる外

向きの経済政策（outward-oriented po licy）の

論理的な根拠を明らかにすることが試みられる。

Ⅱ．動学的効率の重要性

　過去20～30年間の途上国の成長過程を概観す

るとき２つの顕著な事実が明らかとなる。第一

は先進国と途上国の一人当り消費・一人当りＧ

ＤＰ等における格差の拡大であり，第二は途上

国内部におけるアジア諸国とラテン・アメリカ

諸国あるいは重債務国とそうでない国との間で

の格差の拡大である。

　第一の現象についてはローマーとスティグ

リッツがそれぞれ独立にともに技術知識の増加

速度の差によって説明できるという仮説を提示

している。Ｐ．ローマー（1986）は生産要素と

しての技術知識のストックが収穫逓増（限界生

産力の逓増）を示すという仮定により，ショッ

クによりたまたま初期的に大きな知識ストック

をもった国と小さなストックをもった国で，一

人当り消費の差が無限に拡大する可能性がある

ことを示している。またＪ．スティグリッツ

（1987）は，学習能力が経済の資本集約度に依

２）  ただし Ｗｏｒｌｄ　Ｂａｎｋ（1988）は，過去10余年の構造調整政策実施の評価を行い，一応の成果をあげ，また

　 その結論を得ている。

３）  寺西(1990)

４）  Ｈｌａ　Ｍｙｉｎｔ(1987)

５）  ただし，Ｐ．Ｒｏｍｅｒ(1986)，Ｇ．Ｍ．Ｇｒｏｓｓｍａｎ ａｎｄ Ｅ．Ｈｅｌｐｍａｎ(1989)，Ｇ．Ｍ．Ｇｒｏｓｓｍａｎ(1989)などは知識

　 の蓄積による収穫逓増を考慮した注目すべきマクロ成長論を展開しているし，Ｊ．Ｓｔｉｇ ｌ ｉ ｔｚ (1987) (1988 )

　 (1989)は，情報理論を用いてミクロ面から動学的な開発効率の面に接近しようとしている。
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存するという簡単化された仮定の下で，初期的

に資本集約度の低い経済では技術進歩率が低い.

ため成長率が低く，さらに所得の成長率に依存

して貯蓄率も低いため資本集約度従って労働生

産性も低くなるという低成長の“わな”に陥る

可能性のあることを示している。

　これら両者に共通な立場は，先進国に比べて

の途上国経済の停滞は貯蓄投資に依存する資本

蓄積の低位によるのではなく，効率特に動学的

な技術進歩率の規定要因（収穫逓増的な知識な

いし学習能力）の低位によるとする見解である。

　第二の途上国グループ内での格差現象につい

ては，従来の支配的見解は，国内貯蓄と海外貯

蓄の利用による資本蓄積率の差と資源配分の静

学的効率の差によって説明するという立場で

あったが，最近この傾向に２つの大きな変化が

生じてきた。第一はＪ．サックスやＨ．ミント

などによって動学的効率を重視すべきとの主張

が強く打ち出されてきたことである。サックス

はＪ．サックス(19 8 5 )，( 1 9 8 7)などにおい

て，ラテン・アメリカとアジアの経験を比較

し，成功したアジア諸国では失敗したラテン・

アメリカ諸国に比べて経済への政府の介入など

の点で静学的な資源配分における歪は決して小

さくはないこと，それにもかかわらず政策によ

る積極的な動学的効率の追求により高成長を遂

げたとする見解を展開している。またＨ．ミン

ト（1987）は，途上国の経済発展において静学

的な資源配分の歪より，生産可能性曲線の外側

へのシフト――ミントはこれを二重構造の解消

と呼んでいる――のかたちの動学的な効率の増

進のほうが一層重要であることを主張している。

第二の重要な変化は ＩＭＦの最近の研究発表に

かかわる。表１を参照されたい。Wo r l d  Ec o-

nomic  Ou t lookに掲載されたこの表は次のよう

な重要な含意をもっている。1970／73年と1974

／82年の２期間を比較するとき，債務危機に

陥った国とそうでない国の間の決定的な差は資

表１　途上国の潜在的ＧＤＰ成長率への寄与率
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本の貢献にあるのではなく，総要素生産性の伸

び率の差にあるということである。総要素生産

性とは静学的かつ動学的な効率の向上をあらわ

す。表からさらに明らかなように，債務危機に

陥った国は1982年以前に巨額な海外貯蓄を導入

したにもかかわらず，資本の貢献は必ずしも大

きくないということである。上記２期間を比較

すると海外貯蓄の貢献は0.3％増加したのに対

し，それを相殺するかたちで国内貯蓄の貢献度

が0.4％低下していることがわかる。

  以上の議論は途上国の成長にとって効率性の

向上がきわめて重要であることを示唆している。

いま経済開発にかかわる効率性の概念を源泉別

に整理すると次のようになろう。

　(ⅰ) 静学的効率

　　　  (ｲ) 生産の非効率（Ｘ－非効率）の欠

　　　　　 如

　　　  (ﾛ) 要素結合比率の非効率（資源配分

　　　　  の歪）の欠如

　　　 (ﾊ) 静学的規模の経済（最適規模での

　　　　  生産）

　　　 (ﾆ)  専門化（垂直分業）の利益

　(ⅱ)  動学的効率

　　　 (ｲ)  新技術の導入

　　　 (ﾛ)  導入技術の普及

　以下では簡単化のために動学的効率のみを対

象として読論をすすめるが，このことは，開発

過程におけるある種の静学的効率の重要性を否

定するものではない。たとえば保護政策が過剰

な参入をもたらし，これが非効率的な規模での

生産を余儀なくするという問題等は開発戦略上

の重要な考慮事項である6)。また部品生産の垂

直的国際分業が産業間貿易を通じて世界的な効

率をもたらす可能性も途上国・先進国の関係を

考えるにあたって無視することのできない論点

である7)。

Ⅲ．技術移転と学習

　Ｓ．クズネッツ（1966）によれば，近代経済

成長は基礎科学技術の経済活動への応用による

実用技術の発展によって生じる。途上国に関し

ていうと，このことは海外からの主として実用

技術の移転による成長ということになる。

  途上国の海外からの技術の移転は決して単な

る技術の模倣ではない。技術移転を新技術の導

入とその後の国内への普及の２つのプロセスか

らなるものと考えると，特に導入のプロセスで

は長期的視野に立ったさまざまなレベルでの学

習がなされねばならず，途上国の企業行動にお

いてこれはシュムペーター的なリスクを伴なう

革新的行動と考えられねばならない。

　新技術の導入過程において学習が重要な意味

をもつのは次の２つの理由による。第一は，移

転技術が先進国の要素賦存比率および先進国の

社会的分業体制の中で発展したものであるた

め，途上国に移転するにあたっては技術的な適

応（adaptat ion）が必要とされることである。

たとえば，資本集約的な先進国の技術は労働豊

富な途上国においては，運搬業務・検査業務を

労働力で代替するなどのかたちで技術上の修正

がなされる必要がある。また純度の低い途上国

の原材料を使用するための工程上の手直しも必

要となる。第二に移転技術の潜在的効率を最大

限に発揮するためには，技術に適合した熟練労

働と経営管理体制が必要であり，これは日々の

生産活動の過程からつくりあげられねばならな

い。

　Ｊ．スティグリッツは，学習活動は生産活動

６)　この点についてはＰ．Ｋｒｕｇｍａｎ（1989）参照。
７)　Ｗ．Ｊ．Ｅｔｈｉｅｒ（1982）参照。
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とならんで考えられるべきアクティヴィティと

しての側面のあることを強調する( Ｊ．Ｓｔｉｇ ｌ ｉｔｚ

(1987)等)。彼の議論に従うと学習には２つの

レベルがあることになる。第一は動学的規模の

経済の実現であって，生産のオーバー・タイム

の累積により知識が蓄積し生産性が向上すると

いう効果である。これはＫ．Ｊ．アローが1962

年の論文において当初展開した論点である8)。

知識の累積は熟練労働の形成又は生産設備の修

正などのかたちをとる。こうした知識が企業外

に流出するが産業内にとどまるとき，マーシャ

ル的外部経済となり，これを実現するために補

助金による介入が必要とされることはよく知ら

れている9)。また，知識が企業内にとどまる場

合であっても資金市場に市場の失敗のある場

合，資金市場への介入が必要となることは後に

詳しく検討される。学習のもつ第２の側面は，

学習にともなって生じる学習能力の蓄積である。

スティグリッツはこの側面を l e a r n i n g  b y

l e a r n i n gないし l e a r n i n g  t o  l e a r nと呼んでい

る。たとえば技術指導者の養成，技術教材の作

成などが狭義の学習能力であり，教育制度全体

などは広義の学習能力を形成すると考えること

ができよう。重要なことは，学習能力は学習に

ともなって増加するが，その際学習そのものは

機会費用をもった一種の投入材としての性質を

もつということである。こうした学習能力蓄積

の不足を防ぐために，補助金や資金市場への介

入の必要が生じることは，知識の蓄積のケース

と同一である。

　学習の２つの側面をわれわれなりに整理する

と次のようになろう。

  すなわち学習を投入財として学習能力が形成

され，学習能力がg函数の形状を規定する。次

に生産量の累積値から生みだされる生産性すな

わち知識のストックが生産函数h函数の形状を

決定すると考えることができる10)。

　さて，途上国による海外からの技術の移転な

かんずくその導入のプロセスが革新的行動に対

応するというのは次の２つの理由による。第一

に，移転技術は国内で時間をかけて発達したも

のでないためその選択の方向について不確実性

が存在するということである。途上国にとって

利用可能な技術のメニューは所与であるが，そ

のメニューのうちどれを選ぶかは途上国の産業

構造に関する政策（あるいは先進国の技術供与

に対する寛容さ）によっていわばアド・ホック

に定まる傾向にある。この意味で途上国の企業

者は政策に対して受身の立場にある。これに対

して，企業者は常に技術に関する学習を行うこ

とにより学習能力をつけていなければならない

が，この学習能力の形成は類似した技術間で一

８)　 Ｋ．Ｊ．Ａｒｒｏｗ (1962)。この論文では投資 (資本財の生産 )の累積値が知識を形成すると仮定されている。

　　また，Ｗｅｓｔｐｈａｌ(1982)は，生産過程での小さな技術的向上( technological effort)が累積効果となって生

　　産性向上をもたらす可能性を強調している。

９)　 伊藤・大山(1985)

10 )  Ｐ．Ｒｏｍｅｒの場合，学習（Ｒ＆Ｄ）活動によって形成されるのは知識のストックであり，これは生産要素

　　の一つとして資本・労働と並列的に扱われている。
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層有効であるという性質をもつと考えられる。

すなわち，Ａ，Ｂ，Ｃという３つの技術のうち

Ｂについての学習はＢより若干アドバーンスド

な類似技術Ｂ´の学習能力を強化するのには有

効であるが，種類の異なったＡ，Ｃという技術

についてはさほど有効でないと考えられる。こ

れは途上国の移転技術が基礎科学技術でなく特

定の応用分野にかかわる実用技術であるという

点に密接にかかわった性質である。とのため，

技術進歩にともなう途上国の等生産量曲線のシ

フトは等比例的に生じるのではなく，図１の点

線のように部分的に生じることになる。Ｊ．ス

ティグリｯツはこれを部分的技術進歩（ localiz-

ed technical progress）と呼んでいる。学習能力

の形成が l o c a lであることは，所与の技術メ

ニューの下での技術の政策的選択が企業者にも

たらすリスクが極めて大きいことを意味する。

たとえば，企業が将来Ｂ ´の技術が導入される

という予想の下でＢの技術の下で学習し，学習

能力を蓄積していたとして，政府が予想に反し

てＡないしＣの技術を選択したとしたらＢ́ の

図１　部分的技術進歩

ための学習能力はむだになるしかないのである。

このことは，途上国の技術移転において産業構

造上の政策情報が重要な役割を果すこと，官僚

組織と産業界の間の情報チャンネルがしばしば

不可欠な機能をになう可能性のあることを示唆

している。

　技術の導入プロセスが革新的行動を要するこ

との第二の理由はそれが長期的視野をもった企

業者によってのみ実現されるということである。

l e a rn i n g  b y  d o in gによる動学的な規模の経済

(dynamic sca le economy)が時間を要するプロ

セスであり，企業者はこれが実現したあとの利

潤を目当てに行動する必要のあることはしばし

ば指摘されている。本稿のモデルではさらに学

習能力の形式に関して一層長期的な視野が必要

とされることが明らかであろう。学習能力への

投資が一種のサンク・コストとしての性質をも

つ場合，途上国における技術のプロセスはハイ

・リスク・ハイ・リターンの行動であると言う

ことができよう。ちなみに，技術移転にともな

う学習に要する時間の目安として韓国に関する

資料を表２として示しておこう。

Ⅳ．途上国の社会経済的諸条件

  海外技術の移転の容易さは，受入れ国側であ る途上国の社会経済的諸条件に依存する。途上

表２　韓国における移転技術の学習期間
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国の社会経済的諸条件は，しばしば未発達ない

し後進的というレッテルで総括される場合が多

いが，必ずしも全ての側面が未発達というわけ

ではない。特に，導入技術に比較して発達の遅

れている側面と，途上国内で在来的に機能して

きた先進国から見れば異質のシステムの存在と

いう側面を明確に区別する必要があるように思

われる。後者のタイプの諸条件をここでは先進

国的な市場システム等に代置するものとしての

在来的な共同体システムの存在およびその変容

過程としてとらえ，前者の側面を低位発展

（underevo lu t ion）という概念で整理すること

としたい。

　(1) 伝統的共同体システムの存在

　工業化が開始される以前の経済システムを市

場メカニズムによる配分機構に対照的なものと

して共同体システムによる配分機構として把え

ることとしよう。共同体システムは生産，所

得，所有，法制度の4側面からなるものとして

考えることができよう。各側面での共同体シス

テムの特質とその変容過程は概略次のように整

理することができる。

 (ⅰ) 生産面での共同体システム。在来的には

家族生産ないし手工業（c ra f t）生産であった

が，工業化とともに工場生産による水平分業12)

さらに企業ごとの垂直な社会的分業システムに

よる生産体制に移行することとなる。

 (ⅱ) 所得面での共同体システム。共同体のも

とでは人々は共同体の所得をかなり平等にシェ

アし平均所得概念に基づいて行動しているが
13)，市場システムの浸透とともに個人所得にも

とづく行動が中心となる。このため後述するよ

うに，雇用されるものと雇用されないもの（あ

るいは低位雇用状況にあるもの）の間の対立が

生じることとなる。

　(ⅲ) 所有面での共同体システム。在来的には

資産ないし企業資本は一族ないし同族間で所有

されるものであるが，工業化の進展とともに所

有と経営の分離が進行する。また，特定の資源

を排他的に利用する権利としての財産権，その

移転・取引を容易にするものとしての抵当権，

破産などの概念が浸透してくる14)。

　われわれの以下の分析にとって重要なこと

は，こうした伝統的な共同体システムの市場シ

ステムによる代替過程が必ずしもその３側面に

関して一律ないし等比例的に進行するものでは

ないということである。とくに移転的技術の技

術的要請から生産面での共同体システムの解体

は初期から急速に進むのに対し所有面での共同

体システムの解体はきわめて緩慢であり，所有

と経営の未分離の状況が長期にわたって継続し

がちである。また近代的な財産権等の法システ

ムの発展も遅れがちである。他方所得面の共同

体システム概念の容易については地域差，国別

差が著しいようである。総じてアジアないし東

アジア諸国でこの変化は緩慢であるように思わ

れる。

　(2) 低位発展

　途上国の社会経済システムの未発達の側面に

ついては，われわれの情報理論的フレームワー

クの中では次の２点が重要である。

　第一に学習能力の低位である。言いかえる

と，知識の生産能力の低位であって，このため

技術の移転にあたっても，適用（adaptat ion）

が十分でなく，また熟練労働・経営管理組織等

の育成が立ち遅れることになる。

　第二は企業等に関する情報処理能力の低位で

ある。情報には一種の不可分性があって，ある

11 )　ただし，スティグリッツは， local ized technica l progressを学習能力と直接に関連づけて論じているわけ

　　ではない。ここでの説明はあくまで筆者個人の解釈である。

12)　手工業生産から工場生産への変化についてはＡ．Ｌｅｉｊｏｎｈｕｆｖｕｄ（1986）に詳しい分析がみられる。

13)　あるいは人々は社会の他の成員の所得からも効用を得る。こうした共同体的所得概念と労働供給の関係

　　については，Ａ．Ｋ．Ｓｅｎ(1975)参照。

14)　近代的法制度の発展と途上国の金融市場の関係についてＷｏｒｌｄ Ｂａｎｋ（1989）は興味深い論述を展開して

　　いる。
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程度の量に達しないと正確さをもたないと考え

られる。このため途上国では新しい企業，生産

物，技術等に関する情報処理能力が十分でない

と考えられる。とくに近代会社機関の情報処理

能力の発展の遅れがクルーシャルな要因となる。

ちなみに途上国ではいわゆるインフォーマル・

クレジット・システムが強力な情報網を有して

いることは言うまでもないが，この情報は多く

の場合在来的な地縁・血縁関係にかかわるもの

であって，近代技術にもとづく企業情報は必ず

十分でないと考えることができよう。

Ⅴ．技術移転と市場の失敗

　途上国の成長ないし動学的効率の追求は在来

的共同体システムの残存（不比例的解体）と低

位発展という社会経済的諸条件の下で海外から

の技術の学習をともなう移転というかたちでな

される。しかし途上国の社会経済的諸条件の下

では技術の導入・普及は必ずしもスムーズな過

程ではなく，とくに市場組織の機能は限定的た

らざるをえない。

　市場が全く形成されないあるいは市場取引が

なされないというだけでなく，市場の機能が不

十分であってその機能が部分的に市場組織に

よって代替されがちである場合，あるいは市場

で成立する価格が異常に高く相対価格体系を撹

乱するおそれのあるケースを含めて市場の失敗

とよぼう。途上国における技術の移転にあたっ

ては，この意味での市場の失敗が企業情報，長

期資金，産業技術情報の３市場について生じる

と考えられる。

　(1) 企業情報市場

　技術の導入・普及のためには個別企業に関す

る情報が十分に生産され，取引する企業相互間

および企業に資金を供給する金融機関等に利用

可能になることが不可欠な前提である。技術の

導入にあたってはリスクをいとわない革新的な

企業者に関する情報が必要であるし，普及にあ

たっては新しい技術を忠実に模倣するタイプの

企業群についての情報が生産されねばならない。

　事実，海外技術の移転にともなって企業に関

する情報の需要は急激に増大すると考えること

ができる。この点をＧ．Ｊ．ステイダラーのモ

デルを用いて説明しよう15)。ある産業の生産物

生産にあたって企業が３種類のプロセスすなわ

ち原料加工（Ｙ1)，製品組立（Ｙ2)，製品販売

（Ｙ3)に従事しているものとする(単純化のた

めに各プロセスの費用はそのアクティヴィティ

のみに依存し，かつそれぞれの生産量は最終生

産物の生産量に比例しているものとする)。プ

ロセスＹ1は収穫逓増Ｙ2は収穫逓減Ｙ 3は当

初収穫逓増でのその後収穫逓減にしたがうもの

としよう。各プロセスの平均費用とこの企業の

生産物全体の平均費用（ＡＣ）が図２に示され

ている。容易にわかるように産業の生産量が拡

大すると，企業はプロセスＹ1を新しい素材生

産の大規模企業に，プロセスＹ2を部品生産に

特化した専門型の小企業にゆだねようとするで

あろう。Ｙ1については（静学的な）規模の経済

が平均コストを引下げることが分業の原因であ

る。Ｙ2については企業内部の調整コストの増

加が分業をもたらす。企業内部の調整は主とし

て学習能力が低位にあるため経営管理資源が不

足していることによる。企業内部での諸活動の

調整が，経営管理能力の不足のために，容易に

費用逓増領域に入るのである。こうした部品生

産の分業化は市場で取引される財の数だけでな

く，企業の数を増大させることになろう。学習

能力したがって経営管理資源の供給力に限界の

15)　Ｇ．Ｊ．Ｓｔｉｇｌｅｒ（1968）邦訳（上）Ｐ．230
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ある経済で新しい財の生産を急速に拡大させる

場合，企業数は急激に増加し，企業に関する情

報必要量もまた急速に増加すると考えられるの

である16)。

図2　プロセスごとの平均費用

取引などといった非市場組織による対応がとら

れることとなる。

　(2) 長期資金市場

　技術の導入・普及にともなう学習過程がス

ムーズに遂行されるためには学習の成果が学習

した企業に帰属することと学習期間を含んだ長

期的投資計画が可能になることが必要である。

前者の問題については学習の成果が企業外に流

出する限りにおいて補助金が，後者の問題につ

いては長期性の資金の供給が必要となる。

　長期性資金の必要性が高まるのに対してその

供給は途上国では常に不足がちである。言い換

えると，貯蓄主体からの資金供給は主として短

期的であり長期性の資金供給は不足する傾向に

ある。その理由は，第一に人々の資産蓄積水準

の増加がその経済活動水準の増加に立ち遅れる

ため，人々は長期資金供給による資金固定化を

好まないことである。第二に金融機関の情報生

産能力に限界があるため消費者金融の発達は常

に遅れがちであり，人々は不時の支出に備えて

資産を短期性資産の形態で保有する傾向がある。

第三に，所有と経営の分離の進展が遅れるため

公開情報の供給が不足し，資本市場の発展が遅

れること，そして第四に，金融機関の期間変換

能力もオープンな短期金融市場の未発達等の理

由から低位にとどまりがちであることである。

　それゆえ途上国の技術移転過程では長期資金

に関する大きな需給ギャップが生じる傾向にあ

る。途上国において同族間の株式出資による長

期資金供給がしばしば多用されるのはこうした

市場の失敗ないし機能不全に対する非市場組織

の反応だと考えることができよう。

　(3) 産業技術情報

　技術移転の過程において学習能力の蓄積が

l o ca lであり，知識の蓄積過程が一種のヒステ

レシスをもつことは，企業のレベルでは産業技

　企業情報の需要が拡大するのに比して他方で

その供給は容易に増加しえない。その理由は第

一に，生産面での共同体システムの解体が比較

的容易に進み垂直分業が進展するのに対し，所

有面では共同体的所有形態が長期にわたって残

存しがちであることによる。このため専門化に

より新しく設立された企業も多くは所有と経営

が未分離であり，企業情報の公開，開示に強い

抵抗を示すことが考えられる。第二に，金融機

関についても企業情報の蓄積に遅れが生じるこ

とである。特定の企業との間に顧客関係を樹立

し，常時的なモニターによって情報を蓄積する

ことは短時間ではなしえないと考えられる。

　こうした理由から途上国の技術移転にあたっ

ては企業情報に関して大きな需給ギャップが生

じる傾向があると考えられる。情報のコストは

異常に高くなりうるし，また特定の企業と会社

機関の間での情報の内部化，同族的企業内での

16)　鈴木淳 (1989)は，わが国明治中後期の炭坑用機械工業を例にとりこのモデルに類似した事例を報告して

　　いる。すなわち，当初手工業型の熟練職人による総合的機械工場として出発した企業が生産量が拡大する

　　につれ，製缶，工作（切削・仕上 )，鋳造等の工程を分業化し専門化することによって垂直分業が進展した

　　といわれる。
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術の展開方向に関しての情報が極めて重要な意

味をもつことを含意している。

　こうした産業技術の情報ギャップは経済開発

が民間主導型であるほど小さく，官僚主導型で

あるほど大きいと考えられる。民間主導型であ

るなら，各企業は過去における学習のデータに

より将来技術の展開方向をある程度予測しうる

からである。これに対して官僚主導の開発では

その産業政策によって技術移転のコースが定め

られ，可能性があり，この場合，いわゆる政商

ないし官僚との結びつきの強い企業経営方式か

対応的に出現する傾向があると考えられる。

　途上国に与えられた社会経済的諸条件の下で

の学習を伴う海外からの技術移転は，企業情

報，長期資金，産業技術などの領域で市場メカ

ニズムのみでは十分対処しえない需給ギャップ

をもたらすと考えられる。途上国による動学的

効率の追求はこれらの需給ギャップないし市場

の失敗に政策的に働きかけることにより可能に

なる。

　途上国のこうした行動を動学的効率を最大化

する計画問題とみなすと，それは概念的に次の

ように表現することができよう。

　　Ｍａｘｉｍｉｚｅ動学的効率＝Ｅ（技術の導入，

　　　　　　　　　　　　　　　　技術の普及）

　　ｗｉｔｈ　ｒｅｓｐｅｃｔ　ｔｏ 政策変数

　　Ｓｕｂｊｅｃｔ ｔｏ

　　　　(1) 技術の導入＝Ｉ（企業情報ギャッ

　　　　　 プ，長期資金ギャップ，技術情報

　　　　　 ギャップ）

　　　　(2) 技術の普及＝Ｄ（企業情報ギャッ

　　　　　 プ，長期資金ギャップ，技術情報

　　　　　 ギャップ）

　　　　(3) Ｊ（技術の導入，技術の普及，雇

　　　　　 用）＝０

　　　　(4) Ｋ（技術の導入，技術の普及，国

　　　　　 際収支）＝０

　４本の制約条件のうち，最初の２本はⅤで考

察した技術移転と市場の失敗の関係をあらわす。

企業情報ギャップは技術の導入についてはリス

クをいとわない革新的企業，普及については忠

実な模倣者としての企業に関する情報にかかわ

る。このギャップをうめるためには，たとえば

ベンチャー・キャピタルや中小企業に対して金

融機関を整備し，資金のアベイラビリティを保

証するなどの政策手段が有効であろう。また政

府系金融機関の設立などのかたちで金融システ

ムに補助金を供給し，その情報処理能力を高め

ることも有効であるかもしれない。財の取引，

会社の取引などにかかわる不確実性のコストを

引き下げるためには国営企業をある部面に限っ

て設立することも意味があるかもしれない。

　長期資金ギャップは技術の導入に関しては，

クルーシャルな影響をもつ。導入過程では

ｌｅａｒｎｉｎｇ ｂｙ ｄｏｉｎｇと１ｅａｒｎｉｎｇ ｂｙ ｌｅａｒｎｉｎｇとも

に長期にわたってなされる必要があるからであ

る。普及過程における学習の導入過程での学習

が外部性をもつ限りにおいて必要性が小とな

り，したがって長期性資金の必要性も小となる。

何故なら，模倣者としての企業は革新的な導入

企業による学習の成果――技術的な改良，熟練

労働管理システムなど――を借用することが

できるからである。長期資金の需給ギャップに

対しては長期資金への金利補助金供給海外か

らの長期資金の導入(国際的金融仲介の利用)

などが政策手段として考えられよう。

　産業技術情報ギャップの必要性は特に技術を

導入する企業において著しい。学習能力への投

資はサンタコストとしての性質をもつため技術

の展開方向に関する情報が誤まっていれば導入

企業は著しい損失をこうむるからである。普及

過程における模倣者としての企業は導入企業の

Ⅵ．動学的効率の最大化問題
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行動に関する情報をもとに判断しうるから，こ

の情報ギャップの普及への効果は導入に比べて

いくらかは小さいと考えることができよう。産

業技術情報ギャップに対処するための典型的な

政策手段は産業政策における指示的計画や開発

金融機関による情報供給などである。

　次に制約条件(3)，(4)を説明しよう。これらは

一種のマクロ経済的制約である。まず(3)式は雇

用状況への影響を考慮する必要を示している。

さしあたって技術の普及過程を促進する政策の

方が導入過程を進める政策より雇用拡大効果が

大きいと仮定しておこう。いま，途上国の労働

市場がルイス的な過剰就業――工業における労

働の限界生産力が農業におけるそれより大き

く，農業から工業への生存水準賃金での労働供

給が行われる――によって特徴づけられ，かつ

所得面での共同体システムの解体が緩慢であっ

て人々が平均所得概念に基づいて行動している

ものとしよう。この場合，技術移転の普及過程

を促進するかたちの政策介入は労働の工業部門

への移転と，社会全体の余剰の増加をもたら

し，人ロ一人当りの所得は増加する。人々は平

均所得に基づいて行動するから工業部門に雇用

されている人々も農業部門で過剰就業下にある

人々もともに満足する。それゆえ(3)式における

技術の普及と導入の雇用水準への影響は極めて

ストレートである。しかしながら，同じくルイ

ス的状況にあっても所得面での共同体システム

の解体が進行しており，人々が個人所得概念に

基づいて行動している場合，(3)式の関係は簡単

ではない。何故なら工業への雇用促進政策は人

ロ一人当りの所得を増加させるものの，雇用の

増加は，工業における労働の限界生産力した

がって労働者の受取る実質賃金を引下げるから

である。この場合，雇用の増加を求める（農業

において過剰就業状況にある）労働者と実質賃

金増加を求める工業労働者との対立が生じるこ

とになる17)。技術移転について言うと，農業労

働者は技術の普及による工業雇用の拡大を，工

業労働者は新しい技術の導入による工業におけ

る労働の限界生産力曲線の上方シフトを要求す

るはずである18)。このような場合，技術移転に

かかわる政策は農工の利害にもとづく政治的バ

ランスを考慮しつつなされなければならないこ

とになる。

　また，途上国の労働市場がルイス的ではなく

ハリス・トダロー的な都市インフォーマル・セ

クターにおける失業問題によって特徴づけられ

るとき，(3)式の制約の意味は一層複雑となる19)。

なぜならこの場合，なんらかの方法での工業部

門の雇用拡大は農業から都市への労働力移動を

増加させ，都市失業の問題を悪化させる可能性

があるからである。

　次に，(4)式の制約は，途上国の異時点間の消

費貯蓄の最適化行動と外貨準備の水準および対

外債務利用可能性等にかかわっている。かりに

途上国が完全に自由で競争的な国際金融市場に

直面しているとすれば，(4)式の制約は無視して

よいであろう。しかし，国際金融市場へのアク

セスになんらかの不完全性があるとすれば，途

上国はその異時点間の消費の最適化行動との関

係で(4)式の制約を考慮せねばならない。一般的

に，既導入技術の普及は輸出振興と，新技術の

導入政策は輸入代替促進と正の関係にあると仮

定することが許されよう。この仮定のもとで，

たとえば外貨準備や対外債務への配慮から経常

収支の黒字が要請される場合には，技術の導入

より普及にウェイトを置く政策をとり，輸出を

拡大する必要があるといえよう。

17) 政策介入以前の状況では工業の雇用の私的コスト（＝農業からの労働の供給価格＝生存水準賃金）はその

　　社会的機会費用（＝農業における労働の限界生産力）よりも大きく，社会的には過少雇用均衡となってい

　　る。

18)  同様な論点についてＳ．Ａ．Ｍａｒｇｌｉｎ(1976)ch.2. 参照。

19 )  ハリス・トダロー・モデルについてはＪ．Ｇ．Ｗｉｌ ｌ ｉａｍｓｏｎ (1988 )Ａ．Ｏ．Ｋｒｕｇｅｒ (1983)Ｃｈ . 2およびM.

　　Ｒｏｓｅｎｚｗｅｉｇ(1988)参照。
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Ⅶ．パラレル政策；外向きの経済政策の理論的裏付け

　以上で提示したモデルは，技術移転による動

学的効率の最大化という計画問題を単に概念的

に整理したにすぎない。きっちりとした数学的

モデルを組立てて解くことは全て今後に残され

た課題であり，またフォーマルなモデルではと

りこむことのできなかった途上国の考慮すべき

他の政策目標，政策手段との関係を考察するこ

とも是非なされねばならない。本節では，上記

のフォーマルなモデルの解として解かれるはず

の技術の導入と普及の時間経路の問題を，一般

的な貿易政策の問題に関連づけて論じてみたい。

  前節の末尾におけると同じように，既学習技

術の普及は貿易政策上は輸出振興に正の，新技

術の導入は輸入代替政策に正の効果をもつと考

えよう。問題はこの技術の普及――輸出振興と

技術の導入――輸入代替をどのような時間的プ

ロファイルで行うかである。簡単化のため２つ

の側面に時間的なウェイトをつけ，ある時期に

は導入――輸入代替に力点をおき他の時期には

普及――輸出振興に力点をおくというかたちで

力点のシフトを行う政策と各時点において両側

面に固定されたウェイトを与える政策とを比較

しよう。前者を順序づけ（sequence）政策，後

者を並行（parallel）政策とよぶこととしたい。

  この点についての従来からの基本的見解は各

時点において特定のマクロ的インセンティヴを

与えつつ局面のシフトを行うという順序づけ政

策であったように思われる。たとえば，マクロ

的な消費の異時点間の最適化に政策的インパク

トを与えようとする立場あるいは国際収支の発

展段階説の立場からは順序づけ政策が自然な選

択となろう。しかしながらわれわれが念頭にお

いている途上国の現状では順序づけ政策は想像

以上に多くの障害に直面するように思われる。

  順序づけ政策のもつ問題点を整理すると次の

ようになろう。

　(ⅰ) スイッチングの困難。順序づけ政策をと

る以上，普及――輸出促進の局面と導入――

  輸入代替の局面の切り換え（スイッチング）

が必要となる。しかしこの局面の切り換えは次

のような事情からしばしば困難であり，かつ不

必要なコストをもたらすと考えられる。

　　　ａ) 社会的政治経済的状況における慣性

　　　（ i n e r t i a）の発生。すなわち，拙稿

　　　（1988）で述べたように，各局面で保護

　　　をうけた階層が，保護の撤廃を伴う局面

　　　の切り換えに強い抵抗を示すと考えられ

　　　ることである。

　　　ｂ) 政治的景気循環の可能性。ラニス

　　　（1988）が強調したようにラテン・アメ

　　　リカでは輸出促進政策を有利とする

　　　landed  interes tをもつ階層と輸入代替政

　　　策を有利とする工業家および都市勤労者

　　　の間の政治的力関係によって局面の切り

　　　換えがなされる傾向がある。すなわち経

　　　済効率等の配慮以外の理由から局面の切

　　　り換えがなされる可能性がある。

　　　ｃ) 投資計画への負の効果。局面の切り

　　　換えが必要であり，それが政治的な力関

　　　係に依存したり，あるいは国外からの圧

　　　力（たとえば Ｉ Ｍ Ｆ・世銀のコンディ

　　　ショナリティ）に依存するような場合，

　　　切り換えのタイミングが不確実となり，

　　　企業者の予想形成が困難になって長期的

　　　な投資計画を立てにくいということがあ

　　　りうる。

 (ⅱ) 雁行形態の非普遍性。日本等の経験では

多くの産業がいわゆる雁行形態をとり，輸入代

替から輸出代替への切り換えを経験する。しか

し，これは理論的に必ずしも必然ではない。第

３図を参照されたい20)。関税ないし生産補助金

によって保護された産業（財２）が動学的な規
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模の経済を実現した後保護を解かれた場合，

その産業は比較生産費構造によって輸出産業と

なる場合もあるし，輸入産業にとどまる場合も

ありうるのである（いずれの場合にも保護に

よって学習効果を行った結果，経済の厚生は高

まっている)。たとえばタイなどでは，輸入代

替から輸出代替に成功したのは繊維産業のみで

あり，同じころ技術導入された家電産業や自動

車産業が輸出産業たりえないのが問題とされる

ことがあるが，保護政策が撤廃された後に自動

車産業が国際競争力をもちうるとすれば，かり

にその時点で輸出産業でなくとも政策は有効で

図３　幼稚産業の保護

あったと考えられるのである。

　順序づけ政策のもつ最も大きな問題点は(ⅰ)の

(c)すなわち企業者の長期的な投資計画に立った

行動を阻害するという点にあると思われる。特

に順序づけ政策ではしばしばマクロ変数である

実質為替レートが政策の主要なツールとして用

いられる。輸入代替ないし導入重視の局面では

実質為替レートの割高，輸出促進ないし普及重

視の局面では割安政策がとられる。これにより

前者の局面では資源が輸出財から保護された輸

入競争財および非貿易財へ，後者の局面では非

貿易財から輸入競争財および輸出財ヘシフトす

ることが期待されるのである。しかしながらこ

うした部門間の資源配分効果がどの程度生じた

かとは別に，実質為替レート政策がマクロ的な

投資水準自体に大きくかつ意外なインパクトを

及ぼしたことを確認することができるのである。

表３を参照されたい。これはラテン・アメリカ

とアジアの主要途上国についての投資／ＧＤＰ

比率を1980年の値でノーマライズした実質為替

レートに回帰したものである。回帰式は

であり，Ｉtは投資，Ｅは名目為替レート，Ｐmは

ドル建輸入価格ＰはＧＤＰデフレーターである。

各国について２種類の回帰式が計測されている。

上段はＯＬＳ，下段はコクラン・オーカット法

による計測である。問題はbの係数である。い

ずれの計測方法がよいかは一概に言えないた

め，２つの計測方法のうちＲ2（決定係数）が高

い方をとった場合のbの符号とＤ．Ｗ．（ダー

ビン・ワトソン比）でみて良好な結果の得られ

た回帰式におけるbの符号とを示してある。

＋，－にカッコがついているのは有意度が低い

ことを意味している。

　一見して明らかなようにパネル(A)のラテン・

アメリカ諸国では実質為替レートの係数全て有

意であり，しかもエルサルバドルを除いて負と

なっている。すなわち一般的に実質為替レート

20) 伊藤，大山(1985)による。
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表３(A)　 投資比率の実質為替レートヘの回帰結果（ラテン・アメリカ）

表３(B)　投資比率の実質為替レートヘの回帰結果（アジア）
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が割高化すると投資が活発化し，割安化すると

停滞するという意外な結果が得られるのである。

経済理論の予測するところでは，割安為替レー

トは自国材に対する内外の需要を増加させ貿易

財に対する国内投資を活発化させるはずである。

こうした結果が生じないのは，割安レートが非

貿易財の投資意欲を削減し，他方で輸出材，輸

入競争財産業では企業家が与えられたインセン

ティヴを一時的なものとみる等の理由から投資

活動に着手しないことによるものと思われる
21 )。他方，アジア諸国では多くの場合係数bは

有意性が低くまた符号が一定でないことが知ら

れる。すなわちアジア諸国ではマクロの投資は

実質為替レートに反応的でないのである。特に

近年目覚しい経済発展を示している韓国とタイ

で係数の有意性が低いことが注目されよう。ラ

テン・アメリカとアジアのこのような対照的な

計測結果は，ラテン・アメリカでは実質為替

レートの切りかえがしばしばドラスティックに

行われたため，部門間の資源配分がそれに対応

するより，マクロの投資レベルそのものが強く

反応したものと思われる。実質為替レートの割

高化は非貿易財と保護された輸入競争財だけで

なく経済全体への工業化推進のシグナルとなり

投資レベルそのものを引きあげる結果が生じた

のであろう。逆に実質為替レートの割安化は工

業化政策の休止のシグナルとなってマクロ投資

レベルを引下げたものと考えられる22)。

　政府によるシグナルに対する反応の強い投資

はシグナルに対する信認感（credibility）が失な

われると停滞化せざるをえないであろう。近年

のラテン・アメリカにおける投資の停滞はこう

した一面を色濃くもっているように思われる。

順序づけ政策による政策の切りかえは政府のシ

グナルに過度に依存した投資ビヘイビュアを醸

成する可能性がある。

　途上国の投資活動は移転技術の学習を考慮に

入れた息の長いものである必要がある。そのた

めには第一に長期資金市場と産業技術市場にお

ける市場の失敗に対処し，長期の安定的投資を

企業者に決意させねばならない。第二に，十分

な長期的視野に立って行動できる企業者をスク

リーニングすべく，企業情報市場での市場の失

敗に政策的対応を行う必要がある。

　以上のわれわれの議論は技術の導入―輸入代

替，技術の普及―輸出振興という動学的効率最

大化問題の２つの側面を同時並行的に行うこと

が重要であることを示唆している。このことは

近年の貿易政策論における外向きの経済政策

（outward-oriented policy）の主張に対応する

ものである。外向きの経済政策は，何ら貿易に

インセンティブを与えずレッセ・フェールの態

度をとる自由貿易政策（free trade policy)，輸

入代替にのみインセンティヴを与える内向きの

経済政策（ i n w a r d - o r i e n t e d  p o l i c yまたは

protectionist policy)と違って，輸出振興，輸入

代替に等しいインセンティヴを与える政策とし

て定義される。われわれの言う並行政策は貿易

政策の面では外向きの経済政策の主張に一致す

る。そのメリットは何よりも安定的な投資環境

と企業者の長期的視野に基づく行動を可能にす

ることにより，学習過程のスムーズな進行とそ

れによる動学的効率の達成を可能にする点にあ

ると言うことができよう。

21)　詳しくはＷｉｊｉｎｂｅｒｇｅｎ(1986)参照。

22) いまひとつのマクロ投資の規定要因として輸入投資財価格の問題がある。実質為替レートの割高化は輸

　入資本財価格を引下げることによって投資レベルを引上げる効果がある。
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